






































令和２年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：兵庫県）（地区名：湛水防除福浦）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善、農村生活環境の改 ○
と。 善等の観点から、当該事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分に見込まれ、すべての効
が十分見込まれ 用がそのすべての費用を償うこと。 ○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農業経営の
可能性が十分で 状況からみて負担能力の限度を超えることとならない －
あること。 こと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準
件を満たしてい の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。

項目４．において、受益者負担がない場合は判定を「－」とする。



令和２年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：兵庫県）（地区名：湛水防除福浦）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目
評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 ○
②コスト縮減についての具体的配慮 － ○

Ａ

有効性 食料の安 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上 千円/ha

定供給の 維持・向上 効果額（受益面積当たり） ･年
260 Ａ

確保
産地収益力の 生産額（主食用米を除く）に占める高収 92
向上 益作物の割合 ％ Ａ

0

農業の持 望ましい農業 担い手への農地利用集積率
続的発展 構造の確立

％ 60 Ａ

農地の確保・ 耕地利用率、作付率の増加ポイント 122
有効利用

％
0

Ａ

農業生産基盤 災害防止効果額（農業） 千円/ha

の保全・管理 （受益面積当たり） ･年
770 Ａ

農村の振興 農村の生活環 災害防止効果額（一般資産＋公共資産） 千円/ha

境の整備 （受益面積当たり） ･年
1021 Ａ

地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha

波及効果 （受益面積当たり） ･年
515 Ｂ

農業の高付加 農業の高付加価値化 －
価値化

－
－

－

多面的機 地域の共同活 多面的機能支払交付金等の取組
能の発揮 動

－ ○ Ａ

国土の保全 ソフト対策を活かした防災・減災力の強
化

－ ○ Ａ



【事業の実施環境等】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 環境への 生態系 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた生 b
実施環 配慮 態系配慮
境等 ②地域住民の参加や地域住民との合意形 － － Ｂ

成への取組
③維持管理、費用負担及びモニタリング －
体制等の調整状況

景観 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた景 b
観配慮

②地域住民の参加や地域住民との合意形 － － Ｂ
成への取組

③維持管理、費用負担及びモニタリング －
体制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画等と
a

本事業との整合性
②都道府県や市町村の国土強靱化地域

a
計画と本事業との整合性 － Ａ

③都道府県や市町村の地域防災計画等と
a

本事業との整合性

④事業実施地区が公害防止計画区域、特
c

殊土壌地域等の各種法令、条例等で地
域指定がなされていること。

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 －
②その他着工前に重要な協議(予備)の状況

－
a

Ａ

関連事業との調整 ①事業主体から概略構想(関連事業調書)
－

の提出
－ －

②共同事業(事業内容、事業費、アロケ －
ーション等)の事前了解

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況
a

②事業実施に対する関係市町村の同意状 －
a

Ａ
況

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立
－ c

②事業推進協議会から着工要望の提出 a
Ｂ

維持管理体制 ①予定管理者の同意
a

②維持管理方法と費用負担に関する予定 －
a

Ａ
管理者との合意



評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 営農推進体制・環境 ①営農部局との連携 a
実施環 ②営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － a Ａ
境等 ③農産物の流通・販売基盤の整備状況 a

緊急性 災害発生時の ①広範囲に影響を及ぼすこととなる機能
○

影響 低下した土地改良施設が存在

②基幹土地改良施設やライフラインとの － ○ Ａ
共用施設が存在

③防災上重要な施設の存在や災害発生時
○

の地域社会への影響

被害の発生頻度 過去10年間の被害発生頻度
－

複数
Ｂ

年

ストック効果の最大化 ストック効果の最大化に向けた事業の効
－ 76 Ｂ

率性・有効性等の確保



１．地区の概要
（１）地 域 ：兵庫県赤穂市

（２）受 益 面 積 ：54ha

（３）事 業 目 的 ：排水改良

（４）主要工事計画 ：排水機場　１箇所（改修）

（５）県 営 事 業 費 ：1,442百万円

（６）工 期 ：令和２年度～令和６年度

（７）関 連 事 業 ：なし

２．総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

総費用（現在価値化）

当該事業による整備費用

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費）

評価期間（当該事業の工事期間＋40年）

総便益額（現在価値化）

総費用総便益比

（２）総費用の総括

（単位：千円）

評価期間 総　費　用

における

予防保全費 ⑥＝

・再整備費 ①＋②＋③
② ③ ④ ⑤ ＋④－⑤

43,067 -       29,344 1,061 79,887

100,818 -       19,043 19,043 102,113

628,148 -       311,976 125,547 814,577

94,128 -       58,784 18,421 134,491

302,586 -       490,690 61,996 731,280

1,168,747 -       909,837 226,068 1,862,348

-        -       75,933 13,090 74,821

-        -       75,933 13,090 74,821

1,168,747 -       985,770 239,158 1,937,169

そ
の
他

排水路 11,978

計 11,978

⑤

⑥＝⑤÷①

2,274,351

1.17

評価期間
終了時点の
資産価額

合　計

③

④

768,422

45年

② 1,168,747

湛水防除福浦地区の事業の効用に関する説明資料

算　定　式

①＝②＋③ 1,937,169

区　　　　　　　分 数　　値

①

当
該
事
業

福浦排水機場(建屋) 8,537

福浦排水機場(水槽) 1,295

福浦排水機場(電気設備) 0

計 9,832

福浦排水機場(ポンプ設備) 0

福浦排水機場(除塵設備) 0

施　設　名
（又は工種）

事業着工
時 点 の
資産価額

当　　該
事 業 費

関　　連
事 業 費

21,810

区
分



（３）年総効果額の総括
（単位：千円）

区分

効果項目

作物生産効果 16,153
農業用用排水施設整備を実施した場合と実施
しなかった場合での作物生産量が増減する効
果

災害防止効果（農業関係資産）

合　　　計 112,957

国産農産物安定供給効果

55,134

2,204

災害防止効果（一般資産）

41,574
農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での災害による農業資産に係る
被害額が軽減する効果

農業用用排水施設整備の実施により農業生産
性の向上や営農条件等の改善が図られ、国産
農産物の安定供給に寄与する効果

農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での施設の維持管理費が増減す
る効果

食料の安定供給の確保に関する効果

その他の効果

農村の振興に関する効果

農業の持続的発展に関する効果

農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での災害による一般資産に係る
被害額が軽減する効果

△ 2,108

年 総 効 果

（ 便 益 ） 額
効果の要因

維持管理費節減効果



（４）総便益額算出表－1
（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 R1 1.0000 0 評価年

1 R2 1.0400 1 12,277 3,876 0.0 0 12,277 11,805

2 R3 1.0816 2 12,277 3,876 3.1 120 12,397 11,462

3 R4 1.1249 3 12,277 3,876 8.7 337 12,614 11,213

4 R5 1.1699 4 12,277 3,876 30.1 1,167 13,444 11,492

5 R6 1.2167 5 12,277 3,876 64.4 2,496 14,773 12,142

6 R7 1.2653 6 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 12,766

7 R8 1.3159 7 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 12,275

8 R9 1.3686 8 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 11,803

9 R10 1.4233 9 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 11,349

10 R11 1.4802 10 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 10,913

11 R12 1.5395 11 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 10,492

12 R13 1.6010 12 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 10,089

13 R14 1.6651 13 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 9,701

14 R15 1.7317 14 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 9,328

15 R16 1.8009 15 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 8,969

16 R17 1.8730 16 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 8,624

17 R18 1.9479 17 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 8,293

18 R19 2.0258 18 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 7,974

19 R20 2.1068 19 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 7,667

20 R21 2.1911 20 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 7,372

21 R22 2.2788 21 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 7,088

22 R23 2.3699 22 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 6,816

23 R24 2.4647 23 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 6,554

24 R25 2.5633 24 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 6,302

25 R26 2.6658 25 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 6,059

26 R27 2.7725 26 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 5,826

27 R28 2.8834 27 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 5,602

28 R29 2.9987 28 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 5,387

29 R30 3.1187 29 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 5,179

30 R31 3.2434 30 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 4,980

31 R32 3.3731 31 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 4,789

32 R33 3.5081 32 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 4,604

33 R34 3.6484 33 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 4,427

34 R35 3.7943 34 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 4,257

35 R36 3.9461 35 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 4,093

36 R37 4.1039 36 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 3,936

37 R38 4.2681 37 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 3,785

38 R39 4.4388 38 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 3,639

39 R40 4.6164 39 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 3,499

40 R41 4.8010 40 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 3,365

41 R42 4.9931 41 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 3,235

42 R43 5.1928 42 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 3,111

43 R44 5.4005 43 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 2,991

44 R45 5.6165 44 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 2,876

45 R46 5.8412 45 12,277 3,876 100.0 3,876 16,153 2,765

合計（総便益額） 320,894

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

作物生産効果

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－２
（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 R1 1.0000 0 評価年

1 R2 1.0400 1 △ 12,047 10,029 0.0 0 △ 12,047 △ 11,584

2 R3 1.0816 2 △ 12,047 10,029 3.1 311 △ 11,736 △ 10,851

3 R4 1.1249 3 △ 12,047 10,029 8.7 873 △ 11,174 △ 9,933

4 R5 1.1699 4 △ 12,047 10,029 30.1 3,019 △ 9,028 △ 7,717

5 R6 1.2167 5 △ 12,047 10,029 64.4 6,459 △ 5,588 △ 4,593

6 R7 1.2653 6 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,595

7 R8 1.3159 7 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,534

8 R9 1.3686 8 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,474

9 R10 1.4233 9 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,418

10 R11 1.4802 10 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,363

11 R12 1.5395 11 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,311

12 R13 1.6010 12 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,260

13 R14 1.6651 13 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,212

14 R15 1.7317 14 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,165

15 R16 1.8009 15 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,121

16 R17 1.8730 16 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,077

17 R18 1.9479 17 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 1,036

18 R19 2.0258 18 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 996

19 R20 2.1068 19 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 958

20 R21 2.1911 20 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 921

21 R22 2.2788 21 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 886

22 R23 2.3699 22 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 852

23 R24 2.4647 23 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 819

24 R25 2.5633 24 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 787

25 R26 2.6658 25 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 757

26 R27 2.7725 26 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 728

27 R28 2.8834 27 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 700

28 R29 2.9987 28 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 673

29 R30 3.1187 29 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 647

30 R31 3.2434 30 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 622

31 R32 3.3731 31 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 598

32 R33 3.5081 32 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 575

33 R34 3.6484 33 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 553

34 R35 3.7943 34 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 532

35 R36 3.9461 35 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 511

36 R37 4.1039 36 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 492

37 R38 4.2681 37 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 473

38 R39 4.4388 38 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 455

39 R40 4.6164 39 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 437

40 R41 4.8010 40 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 420

41 R42 4.9931 41 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 404

42 R43 5.1928 42 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 389

43 R44 5.4005 43 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 374

44 R45 5.6165 44 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 359

45 R46 5.8412 45 △ 12,047 10,029 100.0 10,029 △ 2,018 △ 345

合計（総便益額） △ 77,507

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

維持管理費節減効果

新設及び機能向上分

に係る効果
(１＋割

引率)ｔ

経
過
年

計



（４）総便益額算出表－３
（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 R1 1.0000 0 評価年

1 R2 1.0400 1 40,474 1,100 0.0 0 40,474 38,917

2 R3 1.0816 2 40,474 1,100 3.1 34 40,508 37,452

3 R4 1.1249 3 40,474 1,100 8.7 96 40,570 36,065

4 R5 1.1699 4 40,474 1,100 30.1 331 40,805 34,879

5 R6 1.2167 5 40,474 1,100 64.4 708 41,182 33,847

6 R7 1.2653 6 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 32,857

7 R8 1.3159 7 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 31,594

8 R9 1.3686 8 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 30,377

9 R10 1.4233 9 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 29,210

10 R11 1.4802 10 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 28,087

11 R12 1.5395 11 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 27,005

12 R13 1.6010 12 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 25,968

13 R14 1.6651 13 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 24,968

14 R15 1.7317 14 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 24,008

15 R16 1.8009 15 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 23,085

16 R17 1.8730 16 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 22,196

17 R18 1.9479 17 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 21,343

18 R19 2.0258 18 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 20,522

19 R20 2.1068 19 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 19,733

20 R21 2.1911 20 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 18,974

21 R22 2.2788 21 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 18,244

22 R23 2.3699 22 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 17,543

23 R24 2.4647 23 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 16,868

24 R25 2.5633 24 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 16,219

25 R26 2.6658 25 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 15,595

26 R27 2.7725 26 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 14,995

27 R28 2.8834 27 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 14,418

28 R29 2.9987 28 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 13,864

29 R30 3.1187 29 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 13,331

30 R31 3.2434 30 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 12,818

31 R32 3.3731 31 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 12,325

32 R33 3.5081 32 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 11,851

33 R34 3.6484 33 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 11,395

34 R35 3.7943 34 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 10,957

35 R36 3.9461 35 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 10,535

36 R37 4.1039 36 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 10,130

37 R38 4.2681 37 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 9,741

38 R39 4.4388 38 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 9,366

39 R40 4.6164 39 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 9,006

40 R41 4.8010 40 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 8,659

41 R42 4.9931 41 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 8,326

42 R43 5.1928 42 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 8,006

43 R44 5.4005 43 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 7,698

44 R45 5.6165 44 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 7,402

45 R46 5.8412 45 40,474 1,100 100.0 1,100 41,574 7,117

合計（総便益額） 857,496

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

災害防止効果（農業関係資産）

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－４
（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 R1 1.0000 0 評価年

1 R2 1.0400 1 51,567 3,567 0.0 0 51,567 49,584

2 R3 1.0816 2 51,567 3,567 3.1 111 51,678 47,779

3 R4 1.1249 3 51,567 3,567 8.7 310 51,877 46,117

4 R5 1.1699 4 51,567 3,567 30.1 1,074 52,641 44,996

5 R6 1.2167 5 51,567 3,567 64.4 2,297 53,864 44,271

6 R7 1.2653 6 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 43,574

7 R8 1.3159 7 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 41,898

8 R9 1.3686 8 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 40,285

9 R10 1.4233 9 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 38,737

10 R11 1.4802 10 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 37,248

11 R12 1.5395 11 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 35,813

12 R13 1.6010 12 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 34,437

13 R14 1.6651 13 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 33,112

14 R15 1.7317 14 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 31,838

15 R16 1.8009 15 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 30,615

16 R17 1.8730 16 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 29,436

17 R18 1.9479 17 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 28,304

18 R19 2.0258 18 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 27,216

19 R20 2.1068 19 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 26,170

20 R21 2.1911 20 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 25,163

21 R22 2.2788 21 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 24,194

22 R23 2.3699 22 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 23,264

23 R24 2.4647 23 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 22,369

24 R25 2.5633 24 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 21,509

25 R26 2.6658 25 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 20,682

26 R27 2.7725 26 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 19,886

27 R28 2.8834 27 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 19,121

28 R29 2.9987 28 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 18,386

29 R30 3.1187 29 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 17,679

30 R31 3.2434 30 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 16,999

31 R32 3.3731 31 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 16,345

32 R33 3.5081 32 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 15,716

33 R34 3.6484 33 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 15,112

34 R35 3.7943 34 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 14,531

35 R36 3.9461 35 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 13,972

36 R37 4.1039 36 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 13,435

37 R38 4.2681 37 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 12,918

38 R39 4.4388 38 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 12,421

39 R40 4.6164 39 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 11,943

40 R41 4.8010 40 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 11,484

41 R42 4.9931 41 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 11,042

42 R43 5.1928 42 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 10,617

43 R44 5.4005 43 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 10,209

44 R45 5.6165 44 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 9,816

45 R46 5.8412 45 51,567 3,567 100.0 3,567 55,134 9,439

合計（総便益額） 1,129,682

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

災害防止効果(一般資産）

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－５
（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 R1 1.0000 0 評価年

1 R2 1.0400 1 1,675 529 0.0 0 1,675 1,611

2 R3 1.0816 2 1,675 529 3.1 16 1,691 1,564

3 R4 1.1249 3 1,675 529 8.7 46 1,721 1,530

4 R5 1.1699 4 1,675 529 30.1 159 1,834 1,568

5 R6 1.2167 5 1,675 529 64.4 341 2,016 1,657

6 R7 1.2653 6 1,675 529 100.0 529 2,204 1,742

7 R8 1.3159 7 1,675 529 100.0 529 2,204 1,675

8 R9 1.3686 8 1,675 529 100.0 529 2,204 1,610

9 R10 1.4233 9 1,675 529 100.0 529 2,204 1,549

10 R11 1.4802 10 1,675 529 100.0 529 2,204 1,489

11 R12 1.5395 11 1,675 529 100.0 529 2,204 1,432

12 R13 1.6010 12 1,675 529 100.0 529 2,204 1,377

13 R14 1.6651 13 1,675 529 100.0 529 2,204 1,324

14 R15 1.7317 14 1,675 529 100.0 529 2,204 1,273

15 R16 1.8009 15 1,675 529 100.0 529 2,204 1,224

16 R17 1.8730 16 1,675 529 100.0 529 2,204 1,177

17 R18 1.9479 17 1,675 529 100.0 529 2,204 1,132

18 R19 2.0258 18 1,675 529 100.0 529 2,204 1,088

19 R20 2.1068 19 1,675 529 100.0 529 2,204 1,046

20 R21 2.1911 20 1,675 529 100.0 529 2,204 1,006

21 R22 2.2788 21 1,675 529 100.0 529 2,204 967

22 R23 2.3699 22 1,675 529 100.0 529 2,204 930

23 R24 2.4647 23 1,675 529 100.0 529 2,204 894

24 R25 2.5633 24 1,675 529 100.0 529 2,204 860

25 R26 2.6658 25 1,675 529 100.0 529 2,204 827

26 R27 2.7725 26 1,675 529 100.0 529 2,204 795

27 R28 2.8834 27 1,675 529 100.0 529 2,204 764

28 R29 2.9987 28 1,675 529 100.0 529 2,204 735

29 R30 3.1187 29 1,675 529 100.0 529 2,204 707

30 R31 3.2434 30 1,675 529 100.0 529 2,204 680

31 R32 3.3731 31 1,675 529 100.0 529 2,204 653

32 R33 3.5081 32 1,675 529 100.0 529 2,204 628

33 R34 3.6484 33 1,675 529 100.0 529 2,204 604

34 R35 3.7943 34 1,675 529 100.0 529 2,204 581

35 R36 3.9461 35 1,675 529 100.0 529 2,204 559

36 R37 4.1039 36 1,675 529 100.0 529 2,204 537

37 R38 4.2681 37 1,675 529 100.0 529 2,204 516

38 R39 4.4388 38 1,675 529 100.0 529 2,204 497

39 R40 4.6164 39 1,675 529 100.0 529 2,204 477

40 R41 4.8010 40 1,675 529 100.0 529 2,204 459

41 R42 4.9931 41 1,675 529 100.0 529 2,204 441

42 R43 5.1928 42 1,675 529 100.0 529 2,204 424

43 R44 5.4005 43 1,675 529 100.0 529 2,204 408

44 R45 5.6165 44 1,675 529 100.0 529 2,204 392

45 R46 5.8412 45 1,675 529 100.0 529 2,204 377

合計（総便益額） 43,786

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

国産農産物安定供給効果

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



３．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

○対象作物
　水稲、大豆、トマト、小麦

○年効果額算定式

　年効果額＝単収増加年効果額
※１ 

＋ 作付増減年効果額
※２

　※１　単収増加年効果額 ＝ 作付面積 × （事業ありせば単収－事業なかりせば単収）
×単価×単収増加の純益率

　※２　作付増減年効果額 ＝ （事業ありせば作付面積 － 事業なかりせば作付面積）
×単収 × 単価 × 作付増減の純益率

○年効果額の算定
（排水改良）

新設 効果要因 生産物 増 加 年効果額

・ 単 価 粗 収 益

更新 ③＝

① ② ①×②÷100 ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

ha ha ha kg/10a kg/10a kg/10a t 千円/t 千円 % 千円

新設 11.0 11.0 11.0 水害防止 508 - 210 23.1 - - - -

計 - - 23.1 214 4,943 71 3,510

更新 35.0 35.0 35.0 水害防止 508 - 210 73.5 - - - -

計 - - 73.5 214 15,729 71 11,168

新設 1.0 1.0 1.0 水害防止 81 - 50 0.5 - - - -

計 - - 0.5 142 71 71 50

更新 4.0 4.0 4.0 水害防止 81 - 38 1.5 - - - -

計 - - 1.5 142 213 71 151

新設 1.0 1.0 1.0 水害防止 2,786 - 120 1.2 - - - -

計 - - 1.2 287 344 76 261

更新 1.0 1.0 1.0 水害防止 2,786 - 360 3.6 - - - -

計 - - 3.6 287 1,033 76 785

新設 3.0 3.0 3.0 水害防止 212 - 97 2.9 - - - -

計 - - 2.9 32 93 59 55

更新 10.0 10.0 10.0 水害防止 212 - 92 9.2 - - - -

計 - - 9.2 32 294 59 173

水田計 新設 16.0 16.0 5,451 3,876

更新 50.0 50.0 17,269 12,277

新設

更新

5,451 3,876

17,269 12,277

22,720 16,153

【更新】

【共通】

新設

更新

純
益
率作物名

作付面積

計画

単　　収

大豆

トマト

小麦

:現況施設のもとで作物生産量が維持される面積であり、「現況作付面積」
は赤穂市の作付実績に基づき決定し、「計画作付面積」は現況＝計画とし
た。

・純　益　率

・生産物単価

・単　　収

・作付面積

：経済効果算定に必要な諸係数通知による標準値等を用いた。

：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映し
た価格を用いた。

「効果算定対象単収」は事業ありせば単収と事業なかりせば単収の差であ
る。

「事業ありせば単収」は現況単収であり、農林水産統計等による最近５か
年の平均単収により算定した。

:「事業なかりせば単収」は排水機能の喪失時の単収であり、効果要因のう
ち水害防止は、現況単収から被害防止量を減じて算定した。

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物生
産量の比較により年効果額を算定した。

水稲

　事業を実施した場合、農用地や水利条件の改良等が図られることから、減産防止（水害防
止）、に係る作物生産量の増減効果を見込むものとした。

効 果
算 定
対 象
単 収

事　　業
ありせば
単　　収

事　業
なかり
せ　ば
単　収

生　産
増減量効果発

生面積
現況

合計

普通畑
計

水稲

大豆

トマト

小麦



（２）維持管理費節減効果

○効果の考え方

○対象施設
福浦排水機場

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば維持管理費－事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定
（排水改良）

年効果額

③＝①－②
千円

9,939

△ 12,047

△ 2,108

※本事業の実施により節減が見込まれる維持管理費は、新設整備区分の年効果額9,939千円
〈算定式〉新設整備区分「①-②」＝12,457千円-2,518千円=9,939千円

【新設】

【更新】

千円

2,518

区　　分

・事業ありせば維持管理費（②）

・事業なかりせば維持管理費（①）

：現況施設の維持管理費に基づき算定した。

：現況施設の維持管理費を基に、施設の機能を失った場
合に想定される安全管理等に最低限必要な維持管理費を
算定した。

：現況施設の維持管理費を基に、本事業の実施により見
込まれる維持管理費の増減を考慮し算定した。

：現況施設の維持管理費に基づき算定した。

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較
し、維持管理費の増減をもって年効果額を算定した。

12,457

・事業なかりせば維持管理費（①）

②

事業ありせば
維持管理費

410

12,457

千円

・事業ありせば維持管理費（②）

合　　計

更新整備

新設整備

①

事業なかりせば
維持管理費



（３）災害防止効果

○効果の考え方

○対象資産
農作物、農地、農業用施設、農漁家、一般資産

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば年被害（想定）額 － 事業ありせば年被害（想定）額

○年効果額の算定
（排水改良）

事業なかり
せば年被害
額

現況
年被害額

事業ありせ
ば年被害額

年効果額
(更新分)

年効果額(新
設･機能向上

分)

年効果額
合　計

① ② ③ ④=①-② ⑤=②-③ ⑥=④+⑤
千円 千円 千円 千円 千円 千円

45,111 4,637 3,537 40,474 1,100 41,574

3,085 346 199 2,739 147 2,886

6,865 1,158 1,122 5,707 36 5,743

31,288 2,949 2,216 28,339 - 28,339

3,873 184      -        3,689 184 3,873

-        -        -        -        - - 

-        -        -        -        -        -        

58,481 6,914 3,347 51,567 3,567 55,134

58,481 6,914 3,347 51,567 3,567 55,134

4,667 4,667 

92,041 92,041

96,708

一 般 資 産

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較
し、災害（洪水等）の発生に伴う農作物等の被害が防止又は軽減される効果を算定した。

対象資産項目

農業関係資産

農 作 物 被 害

農 地 被 害

農業用施設被害

農 漁 家 被 害

公 共 資 産

公共土木施設被害

一般資産被害

新　　設

･事業ありせば年被害額(③) ：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区域におけ
る資産を対象に湛水シミュレーションにより事業ありせば想定され
る年被害額を推定した。

更　　新

合　　計

･事業なかりせば年被害額(①) ：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区域におけ
る資産を対象に湛水シミュレーションにより事業なかりせば想定さ
れる年被害額を推定した。

･現　況　年　被　害　額(②) ：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区域におけ
る資産を対象に湛水シミュレーションにより現況で想定される年被
害額を推定した。



（４）その他の効果（国産農産物安定供給効果）

○効果の考え方

○対象作物
　水稲、大豆、トマト、小麦

○効果算定式
年効果額 ＝ 年増加粗収益額 × 単位食料生産額当たり効果額

○年効果額の算定

増加粗収益額
単位食料生産額
当たり効果額

（効果額/食料生産額）

当該土地改良事業
における効果額

① ② ③＝①×②
千円 円／千円 千円

5,451 97 529

17,269 97 1,675

2,204

　国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果であるため、一般国民に対し
てWTP（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価す
る手法であるCVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により年効果額を算定し
た。

効果名

・単位食料生産額
　当たり効果額(②)

：年効果額の算定に用いる単位食料生産額当たり効果額は一般国民に
対し国産農産物の安定供給についてWTPを尋ねるCVMにより、97円/千円
（原単位）とした。

・増加粗収益額(①) ：作物生産効果の算定過程で整理した作物生産量を基に、事業ありせ
ば増加粗収益額及び事業なかりせば増加粗収益額を整理した。

新設整備

更新整備

合　　計



４．評価に使用した資料

【共通】

・

・

・

・

【費用】

・

【便益】

・ 「国産農産物安定供給効果」について（平成27年3月27日付け農村振興局整備部長通知）

・ 農林水産省大臣官房統計部「作物物価統計調査」（平成25年～平成29年）　農林水産省

・ 農林水産省大臣官房統計部「農業物価統計調査」（平成25年～平成29年）　農林水産省

・

・

・

農林水産省農村振興局整備部（監修）「[改訂版]新たな土地改良の効果算定マニュアル」大
成出版社（平成27年９月５日第２版第１刷発行）

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け農林水産省
農村振興局企画部長通知（平成31年４月３日一部改正））

費用算定に必要な各種諸元については、兵庫県赤穂市調べ（令和元年度）

「治水経済マニュアル（案）各種資産評価単価及びデフレーターH31.４国土交通省河川局」

効果算定に必要な各種諸元については、兵庫県赤穂市調べ（令和元年度）

「治水経済マニュアル（案）H17.４国土交通省河川局」

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成31年４月３日付け農林水産
省農村振興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

「土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について」の一部改正について（平成30
年２月１日付け29農振第1784号農林水産省農村振興局整備部長通知）
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